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研究成果の概要（和文）： 本研究では、産業クラスターの発展要因を、ネットワーク論の視点から概念的にモデル化
することで、理論的・政策的に貢献することを目的としていた。愛知県東部地域における調査等から、「同業者組合へ
加入しているといった親近性は、経済主体間の緊密度（ネットワークの密度）を増す」、「ネットワークの構造特性が
イノベーションに影響を与えるという２点」を確認した。前者は、地域におけるつきあいが、経済主体間の関係を緊密
にすることを意味し、後者は、「ネットワークの密度」、「クリーク（clique）」の存在および、クリークがネットワ
ークの中心に位置する程度を意味する「中心化」という３つの構造特性を意味する。

研究成果の概要（英文）：　This study aimed to explore the factors that will facilitate the development of 
industrial districts from the perspective of network theory, trying to make theoretical and practical 
contributions. From qualitative studies conducted in east Aichi prefecture area, we have come to present 
the conceptual model as follows: Similarity among actors such as belonging to the same trade association 
would have positive effect on the density of the network. Also, the high density of, existence of a 
clique within, and the centralization of a network would have positive effects on innovation within 
industrial districts.

研究分野： 経営学
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、1990 年代末に M.Porter が提示

した産業クラスターのモデルを出発点とし
ている。このモデル（以下「Porter モデル」
という）は、産業クラスター論における有力
なパラダイムとされるが、クラスター内にお
ける企業と組織（大学、研究機関など）間の
関係性に対する認識が不足していた。そこで
本研究では、Porter モデルを補完し、経営学
とくにネットワーク論の知見を援用しなが
ら、クラスターの形成および発展要因を調査
し、概念的に体系化することを目指すという
発想に至った。 
本研究開始に着手する以前の調査におい

て、「政策的支援の重要性（とくに、財政支
援の重要性）」、「中核的組織・支援組織の存
在（産官学連携・異業種連携推進事業、イン
キュベーション事業などを行う組織の存在）、
「先導的リーダーの存在（クラスター内の活
動を牽引する人物の存在）」など、既存研究
で指摘される要因が、クラスター形成・発展
の要因として確認できた。さらに、既存研究
で指摘されていなかった要因として「推進組
織の形成」という要因が確認できた。推進組
織とは、先導的リーダー達がクラスター内に
組織（財団、第３セクターなど）を立ち上げ、
その組織に資金を投入するとともに異業種
連携事業などを実施し、事業を具体的に推し
進める組織のことである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、従来の産業クラスター研究を発

展させ、経営学とくにネットワーク論の概念
および理論的概念枠組を援用しながら、産業
クラスターを地域で形成されるネットワー
クと捉え、そのネットワークがイノベーショ
ンを促進する要因を解明することを目的と
していた。 
従来から、産業クラスターに関する研究・

調査は蓄積されているが、理論的な体系化ま
でには至っておらず、事例紹介的な研究が多
い。そうした状況下において、本研究は産業
クラスターをネットワーク論の観点からよ
り抽象的・概念的レベルでモデル化しようと
したものである。その際、単にクラスターの
ネットワーク特性を明らかにするだけでな
く、クラスターがイノベーションによる経済
的成果を上げるようになる要因を明らかに
することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
 本研究は、文献・資料のサーベイにもとづ
く主要概念の抽出とそれらの体系化と定性
的な聞き取り調査によるケース・スタディを
並行的に実施するという方法を採用した。産
業クラスターに関する研究は事例紹介的な
ものが多く、理論的な体系化は未成熟であり、
その構築が不可欠である。ただし、産業クラ
スターという概念自体が、経験的・帰納的に
導き出された概念であるため、文献サーベイ

および理論的概念枠組構築作業と並行して、 
聞き取り調査による実態調査（ケース・スタ
ディ）が不可欠であった。  
先行研究から、クラスターの発展を促進す

る要因や理論的モデルは複数存在していた
ので、それらを参照しつつ、ケース・スタデ
ィを実施することで、先行研究の妥当性を確
認するという作業を実施した。さらに、１つ
のケースから得た結論は、一般性の面で限界
があるので、複数のケースを比較研究するこ
とで、より一般性の高い研究結果を得ること
を目指した。研究当初は、従来から調査実績
のある中部東海地域でのケース・スタディを
実施したが、2015 年度後半では、首都圏北部
地域のクラスターでの調査も実施した。両地
域とも、大都市圏近郊に立地するクラスター
であるため、比較対照の条件を満たしていた。
また、クラスター内で実施される事業につい
ても、農商工連携に関する事業を取り上げる
ことで比較可能性を高めるという方法論的
な配慮を行った。 
 

４．研究成果 
(1)産業クラスター（industrial cluster, industrial 
district or regional cluster）とは、「ある特定の
分野に属し、相互に関連した企業と機関から
なる地理的に近接した集団」と定義され、
Porter(1998)は、①要素（投入資源）条件、②
関連企業・支援組織、③競争環境、④需要条
件、という４要件から成立するとした。この
概念整理は、クラスター研究ではしばしば参
照されるが、そこではクラスターをネットワ
ークとして捉える視点は明示的に示されて
いない。しかし、クラスターを単なる企業あ
るいは工場の集積とみるのではなく、企業・
組織間のネットワークとみなす視点が不可
欠である。 
(2)1980 年代以降、ネットワークに関する研
究は増えているが、ブームといえるほど研究
者の関心を集めたにもかかわらず、改めてネ
ットワークの理論的特徴を概観・整理しよう
とすると、ネットワーク理論を網羅的に論じ
た研究は、意外に少ない。先行研究のサーベ
イおよび聞き取り調査の結果から、ネットワ
ーク概念により、産業クラスターを定式化す
る場合、①紐帯の質・内容と強さおよび②構
造特性、の 2点から捉えることが有効である
ことが判明した。 
(3)紐帯の質・内容と強さとは、アクター（ネ
ットワークを構成する人、部門、組織など）
間の関係（紐帯）の質・内容と、その関係の
強さあるいは濃さを意味する概念である。た
とえば「対面でコミュニケーションを取る頻
度」「メールを送付する頻度」「出資額」など
は、紐帯の質・内容を特定するとともに、紐
帯の強さを示している。 
(4)ネットワークの紐帯の質・内容に関連し
て、Borgatti, Brass & Halgin（2014）が紐帯の
タイプについて概念的な整理を行っている。
彼らは、紐帯の「状態」と「イベント」を区



別し、前者はさらに類似性と社会的関係に、
後者は相互作用とフローに区別出来るとし
ている。類似性とは、立地の近さ、同じ組織
への所属などを意味する。社会的関係とは、
縁戚関係、態度（好き嫌いなど）、認識（面
識の有無など）を意味する。他方、相互作用
とは、メールを出す、一緒に食事に行くなど
の行為を意味し、フローとは、情報、資金な
どの流れを意味する。彼らは、紐帯の状態は
イベントを引き起こす条件あるいは機会を
提供しているとする。たとえば、同じ業界団
体に所属していれば、メール、電話などで連
絡をとる確率は高くなる。しかし同じ業界団
体に所属していることが、即座に特定の行為
（メールで連絡をするなど）を引き起こすわ
けではないという点で、状態はイベントが生
起する条件・機会を提供するに過ぎないとい
うことである。 
(5)ネットワークの構造特性に関しては、
Provan, Fish, & Sydow(2007）を参考にすると、
①密度（ネットワーク内のアクターが緊密に
結びついている程度を示す概念）、②構造的
空隙あるいはネットワークの分断（ネットワ
ークのなかで紐帯が欠落している部分を構
造的空隙といい、これはネットワークが分断
している状態を意味する）、③ガバナンス・
メカニズム（ネットワークを統治あるいは調
整するメカニズムを意味し、「自律的ガバナ
ンス」、「中核組織先導型ガバナンス」および
「管理組織型ガバナンス」の３類型）、④中
心化：特定のアクターが、ネットワークの中
心に位置する程度をいう）、⑤クリーク（結
びつきの強い３つ以上のアクターの集合）の
数、という 5点で、ネットワーク構造が特定
できるとしている。 
(6)本研究で実施した聞き取り調査に基づき、
クラスターのネットワーク的特性を抽出す
る。なお、ここで取り上げるクラスターは、
愛知県東部に位置するが、静岡県西部および
長野県南部の企業・組織との結びつきも強い。 
(7)ネットワーク論に関する研究のサーベイ
では言及していなかった本クラスターの顕
著な特徴として、ゲイトキーパーの存在を挙
げることができる。具体的にいえば、クラス
ター（ネットワーク）が外部のアクター（官
庁、地方自治体など）との関係を持ち、そこ
から技術的情報、資金などの資源を獲得する
ことで、ネットワークの活性化に寄与してい
るということである。本クラスターの場合、
バイオ関連事業（バイオマス事業）の事業に
着手した契機として、他の地域におけるバイ
オ関連事業の関係者から技術に関する情報
を得たことがある。ここで注目すべき点は、
特定のアクター（個人）が、ネットワーク外
部から情報などの経営資源獲得を行ってい
るわけではなく、支援組織運営に携わる既存
の人的ネットワークであるクリークが、こう
した資源獲得を可能にしている点である。違
う言い方をすれば、ネットワーク内のクリー
クがゲイトキーパーの役割を担っており、情

報、知識、資金などの重要な資源をネットワ
ークに取り込んでいるということである。 
(8)本クラスターでも支援組織が、クラスタ
ー内の中核的拠点となり、クラスター内の企
業間ネットワーク形成と企業間協働促進に
影響を与えていた。この組織は、オフィス賃
貸、交流ラウンジ開放など、ハード面での支
援だけでなく、研修、研究会などの実施によ
り、まさに人的ネットワーク形成による情報
交換・知識フローの場を提供している。Provan 
et al.（2007）は、ネットワークのガバナンス・
メカニズムを 3つに分類しているが、本クラ
スターでは中核組織先導型ガバナンスが機
能している様子がうかがえた。 
(9)従来の研究では強調されていなかった点
であるが、クラスター内のクリークが事業推
進のための新しい組織を形成することで、ク
ラスターにおける実質的な経済活動を活性
化させているのも、本クラスターの特徴であ
る。また新たな推進組織が立ち上げられた背
景には、「商工会議所」という従来型の組織
が持つ人的ネットワークすなわちクリーク
の存在がある。こうしたクリークが存在した
からこそ、これらのクリークが先導的な役割
を果たして、クラスターに中核組織先導型ガ
バナンスが機能してきたと考えられる。 
(10)ネットワークを知識フローあるいは知
識移転の観点から捉える見方は、広く経営学
研究者に浸透しており、研究蓄積もある。本
研究では、紐帯の質・内容に注目する必要性
を論じたが、知識フローあるいは知識移転の
観点からネットワークを捉えるという視点
もまさに、紐帯の質・内容に着目しているこ
とに他ならない。ただし既存の研究において
は知識の内容・質は曖昧な場合が多い。 
知識といっても、業界内の他愛もないうわ

さ話に類するものから、新製品・新市場への
重要なヒントになるものまで、その重要度に
は大きな差がある。この点を識別せずに、単
に知識という概念・用語でくくってしまうこ
とは問題があろう。また、いわゆる形式知と
暗黙知を分けた場合、暗黙知的なノウハウ・
スキルがどれだけ紐帯を通して伝播するか
についても注意を払う必要がある。 
(11)本研究導かれた命題を要約すると、以下
のようになる。 
①命題１：クラスターのネットワーク密度が
高いほど、技術・製品・市場などに関する知
識・スキルがアクター間で伝達・共有される
程度が高くなる（強い紐帯が形成される）。 
クラスターをネットワーク論的視点で把

握する場合、紐帯の質・内容と強さが重要で
ある。ここで、知識マネジメントの発想を援
用すれば、技術・製品・市場などに関する知
識・スキルがアクター間で共有されることが、
クラスターの競争力向上の第一条件である
と考えられる。知識創造論の有力なモデルで
ある SECI モデルにおいても、組織内におけ
る知識の伝達・共有が知識創造の出発点にな
っている。これには、すでに検討したネット



ワークの密度が関連してくる。ネットワーク
の密度が高いということは、アクター間に数
多くの紐帯が存在することを意味し、こうし
た状態はクラスター内で伝播する知識・スキ
ルが増大する（すなわち紐帯が強くなる）確
率を高める。 
②命題２：クリークまたは中核組織がネット
ワークにおける中心的な地位を占めてガバ
ナンス機能を発揮するほど、知識・スキル共
有の程度は高くなる（強い紐帯が形成され
る）。 
ネットワークの特徴あるいは長所は、中央

あるいは上位からの集権的な指揮・命令でア
クターが行為するのではなく、アクターが自
由に自発的に交流することで、なかば偶然の
産物としてイノベーションが起こる点にあ
る。しかしそうした偶然に委ねたネットワー
クは、実際に競争力を持つ確率は低くなる。
それゆえに、中核組織先導型ガバナンスが機
能するクラスターが競争力を有すると予想
される。中核的組織は、法人格を有する実態
的な組織（事例でみたクラスターにおける推
進組織など）だけでなく、アクターが形成す
るクリークでも同様の機能を発揮すると予
想される。要点としては、アクター間の交流
が単なる偶然に委ねられるのではなく、ある
程度、目的志向性を持ち調整された行為・活
動の体系になることが、ネットワークたるク
ラスターの競争力向上につながると予想さ
れる点である。 
③命題３:クリークまたは中核組織がネット
ワークにおける中心的な地位を占めてガバ
ナンス機能を発揮するほど、知識・スキルの
共有がクラスターの組織能力向上に寄与す
る関係と組織能力向上が競争力強化に寄与
する関係はより強くなる。 
クラスターの競争力向上のためには、単に

アクター間で知識・スキルが共有されている
だけでは不十分である。知識・スキルの共有
は、競争力向上の前提条件に過ぎない。資源
ベース論の発想からすれば、知識・スキルが
共有されるだけでクラスターの競争力が高
まるのではなく、組織能力が向上することで、
クラスターの競争力が高まると考えられる。
その際には、知識・スキルの共有と同様に、
クリークまたは中核組織が中心的な位置を
占めていることが重要である。 
④命題４：クラスターにゲイトキーパー的機
能を果たすアクターまたはクリークが存在
する場合、知識・スキルの共有がクラスター
の組織能力向上に寄与する関係および組織
能力向上が競争優位に結び付く程度が高く
なる。 
 愛知県東部地域の例では、ゲイトキーパー
の役割が重要であることが確認された。「構
造的空隙」の概念はネットワーク研究では有
名な概念であるが、じつはゲイトキーパーと
構造的空隙は、類似した現象・状態を記述す
る概念である。すなわち、紐帯の欠落してい
るネットワーク間を橋渡しする紐帯を持つ

ことが構造的空隙を形成するアクターであ
るが、これはゲイトキーパーの機能あるいは
ネットワーク上の位置と極めて類似してい
る。それゆえに、構造的空隙が希少な情報・
知識などをもたらすというのと同じ論理で、
ゲイトキーパーはネットワークにメリット
をもたらすと考えられる。 
⑤命題５：アクター間の類似性（立地の近さ、
業界団体への加入など）は、ネットワークの
密度および中核的組織・クリーク形成に正の
影響を与える。 
ここまでの命題は、地理的に近接するアク

ター間のネットワークとしてのクラスター
の特性を反映したものというよりは、ネット
ワーク一般に該当する命題といえる。Borgatti 
et al.（2014）は、ネットワークの状態として
類似性という概念を提示しているが、これは
地理的な近接、同一の組織（業界団体、協議
会など）への所属などを意味する。こうした
類似性という特徴は、まさにクラスターを形
成するアクター間の関係性をよく示してい
る。すなわち、クラスターを形成するアクタ
ーは地理的に近接して立地しており、地域の
同じ組織（商工会議所、協議会など）に所属
している場合が多い。そうした緊密な関係に
おいて、知識・スキルの共有やアクター間の
協働が可能になる。 
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